
  

 

第１６４９回島根県教育委員会会議 議題書 

令和６年６月４日(火) 

日 時 

     ９時 30 分～ 



第１６４９回教育委員会会議議題 

期日 令和６年６月４日(火)  

議   題 

－公 開－ 

（報告事項） 

 第７号 令和７年度島根県公立学校教員採用候補者「一般選考試験」の出 

願状況について 

（学校企画課）                   --------- １ 

 第８号 令和７年度島根県市町村立小・中学校等校長・教頭・主幹教諭採 

用・昇任候補者選考試験（令和６年度実施）について 

     （学校企画課）                   --------- ２ 

 第９号 令和５年度島根県内高校３年生を対象とした進路決定に関する意 

識等の把握に係る調査について 

     （社会教育課）                   --------- ３ 

－非公開－ 

（議決事項） 

 第５号 教職員の懲戒処分について 

     （学校企画課）                   --------- ４ 

第６号 令和７年度使用教科用図書採択に向けた今後の進め方について 

（教育指導課・特別支援教育課） --------- ５ 

（報告事項） 

 第10号 令和６年度６月補正予算案（６月10日上程分）の概要について 

（総務課）                     --------- ６ 

 第11号 県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に 

関する条例の一部改正について 

     （総務課）                     --------- ７ 

 



報 告 第 ７ 号 

学 校 企 画 課 

令和７年度島根県公立学校教員採用候補者「一般選考試験」の出願状況について 

 

１ 出願状況 

 ⑴ 全体の状況 

  出願者数は、1,105名※（昨年度1,121名） 倍率は3.3倍（昨年度3.5倍） 

  （会場別内訳：県内 661名、大阪 276名、東京 89名、福岡 33名、全免除 46名） 

   ※ 出願者数は、併願者の第１志望及び第２志望ともに計上（併願者数 47名） 

 ⑵ 出願者数と倍率   ※ （  ）は昨年度 

    

※１ 島根創生特別枠の出願者数 15名を含む。 

※２ すべての校種・職種で募集。出願する校種・職種に含む。 

⑶ 特別枠出願者数の内訳  ※ （  ）は昨年度 

特別枠 校種・職種等 採用予定者数 出願者数 

島根 

創生 

特別枠 

小学校教諭 

全県 

20名程度 
※一般枠の募集人数に含む 

（20名程度） 

７名 (13名) 

数理全県 ０名 (０名) 

英語全県 ０名 (０名) 

特別支援教育担当 １名 (１名) 

中学校教諭 

【新規】 

全県 

国語、社会、数学、理

科、英語、音楽、美術、

保健体育、技術、家庭 
10名程度 
※各教科の募集人数は１～

２名程度 

※一般枠の募集人数に含む 

６名 ― 

特別支援 

教育担当 

国語、社会、数学、理

科、英語、音楽、美術、

保健体育、技術、家庭 

０名 ― 

特別支援学校教諭 小学部 
３名程度 
※一般枠の募集人数に含む 

（３名程度） 
１名 (０名) 

島根かみ

あり国ス

ポ競技力 

向上枠※１ 

中学校教諭 全県 

保健体育 

若干名 
※一般枠の募集人数に含ま

ない 

（若干名） 

０名 (０名) 

高等学校教諭 全県 ０名 (２名) 

特別支援学校教諭 中学・高等部 ０名 (１名) 

※１ 対象競技は、体操競技 

 

      項目 

校種･職種 
採用予定者数 出願者数 増減 倍率 

小学校教諭※１ 150名程度 (150名程度) 322名 (341名) ▲19名 2.1 (2.3) 

中学校教諭※１ 110名程度 (90名程度) 296名 (289名) ７名 2.7 (3.2) 

高等学校教諭 40名程度 (38名程度) 292名 (318名) ▲26名 7.3 (8.4) 

特別支援学校教諭※１ 25名程度 (25名程度) 60名 (45名) 15名 2.4 (1.8) 

養護教諭 10名程度 (10名程度) 110名 (104名) ６名 11.0 (10.4) 

栄養教諭 ２名程度 (１名程度) 25名 (21名) ４名 12.5 (21.0) 

障がいのある方を対

象とした募集※２ 
３名程度 (３名程度) 〔４名〕 (５名) 〔▲１名〕  

島根かみあり国スポ

競技力向上枠 
若干名 （若干名） ０名 (３名) ▲３名  

合計 340名程度 (317名程度) 1,105名 (1,121名) ▲16名 3.3 (3.5) 
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⑷ 併願者数  ※ （  ）は昨年度 

 第１志望 第２志望(併願先) 出願者数 

ア 中学校教諭(全募集区分・教科) 小学校教諭(全募集区分) 20名 (21名) 

イ 中学校教諭(技術、家庭受験者以外) 中学校教諭(技術、家庭) ０名 (０名) 

ウ 

【新規】 
高等学校教諭(全募集区分・教科) 小学校教諭(全募集区分) ５名 ― 

エ 高等学校教諭(情報受験者以外) 高等学校教諭(情報) ７名 (６名) 

オ 

【新規】 
高等学校教諭(全募集区分・教科) 

特別支援学校教諭(中学部、中

学・高等部、高等部) 
８名 ― 

カ 

【新規】 

特別支援学校教諭(中学部、中

学・高等部、高等部) 
特別支援学校教諭(小学部) ７名 ― 

⑸ 島根独自の特色ある採用への出願状況   ※ 上記⑵の内数、（  ）は昨年度 

募集区分等 校種・職種 採用予定者 出願者数 

小学校の算数・理科分野で高い専門性を持つ者 小学校 
12名程度 
（12名程度） 

８名 (11名) 

小学校英語教育のリーダー的役割を担う教員 小学校 
10名程度 
（10名程度） 

10名 (５名) 

小学校の特別支援教育担当 小学校 若干名 ７名 (９名) 

中学校の特別支援教育担当 中学校 若干名 ８名 (４名) 

石見地域・隠岐地域限定採用 

小学校 
20名程度 
（20名程度） 

13名 (19名) 

中学校 
24名程度 
（15名程度） 

41名 (30名) 

高等学校 
若干名 

（若干名） 
※隠岐地域のみ 

３名 (１名) 

県外国公私立学校現職教員への特例【拡充】 

（第１次試験全免除） 
小・中・特 ― 13名 

参考 

(７名) 

前年度第２次試験Ａ評価者等への特例 

（第１次試験全免除） 
全校種・職種 ― 12名 (14名) 

前年度第２次試験「繰り上げ登載候補者」のうち名簿 

登載にならなかった者への特例 

（第１次試験全免除） 

全校種・職種 ― 21名 (９名) 

現職常勤講師等のうち前年度第２次試験受験対象者へ 

の特例 

（第１次試験一部免除及び加点） 

全校種・職種 ― 162名 (174名) 

石見地域・隠岐地域の現職常勤講師のうち、市町村教育 

委員会教育長から推薦された者への特例 

（第１次試験一部免除及び加点） 

小・中 

地域限定 
― ２名 (２名) 

国公私立学校正規教員経験者への特例【拡充】 

（第１次試験一部免除と加点） 
小・中・特 ― 10名 

参考 

(４名) 

県外国公私立学校現職教員への特例【拡充】 

（第１次試験加点） 
高・養・栄 ― ４名 

参考 

(２名) 

国公私立学校正規教員経験者への特例【拡充】 

（第１次試験加点） 
高・養・栄 ― ８名 

参考 

(１名) 

現職常勤講師等への特例 

（第１次試験加点） 
全校種・職種 ― 140名 (138名) 
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現職非常勤講師等への特例 

（第１次試験加点） 
全校種・職種 ― 11名 (11名) 

第84回国民スポーツ大会に向けた指導者等への特例 

（第１次試験加点） 
全校種・職種 ― 19名 (６名) 

 

２ 試験内容等 

⑴ 第１次試験 

① 内容等 

試験内容 期日 会場 

教職教養 

専門教養 

論述試験 

７月６日(土) 

松江会場：くにびきメッセ 

     島根県教育センター・自治研修所 

大阪会場：JEC日本研修センター江坂 

東京会場：都道府県会館 

福岡会場：TKP博多駅筑紫口ビジネスセンター 

② 結果の通知 

令和６年７月24日(水)午前９時に学校企画課ホームページに掲載するとともに、教員採用試験受験

等申込みシステムのマイページで通知する。 

⑵ 第２次試験 

① 内容等 

試験内容 期日 会場 

面接（模擬授業等・場面指導含む） 

実技 

８月17日

(土) 

～ 

８月28日

(水) 

【県内】 

松江農林高等学校 

島根県教育センター・自治研修所他 

【県外】※小学校専願受験者のみ 

大阪会場：新大阪丸ビル新館 

東京会場：都道府県会館 

   ※ 模擬授業等課題を受験者に通知 

   ※ 追試験は９月８日（日）に実施 

（対象）新型コロナウイルス感染や災害などやむを得ない事情により第２次試験を受験できなかった 

    者 

② 結果の通知 

    令和６年９月 27 日(金)午前９時に学校企画課ホームページに掲載するとともに、教員採用試験受験

等申込みシステムのマイページで通知する。 

   ※ 第２次試験不合格者のうち、若干名を繰り上げ登載候補者として通知。名簿登載者の辞退により採

用予定者数に満たない場合には、繰り上げ登載候補者を名簿に登載する。 
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報 告 第 ８ 号 

学 校 企 画 課 

 

 

令和７年度島根県市町村立小･中学校等校長・教頭・主幹教諭 

採用･昇任候補者選考試験（令和６年度実施）について 

 

１  管理職に求められる資質能力（管理職育成プログラム R6 3月改定 より） 

① 高い教育理念と広い識見  ② 学校経営        ③ 学校管理・運営 

④ 人材育成         ⑤ 外部との連携・折衝 

     ※主幹教諭については、①②④⑤  

 

２ 試験内容 

区分 校  長 教  頭 主幹教諭 

一次 

 論文記述 （90分) 

［学校管理･学校教育］ 

 論文記述 (90分) 

［学校管理･学校教育］ 

 

 

面 接（15分） 面 接（15分） 面 接（15分） 

二次 面 接（20分×2） 面 接（20分×2） 面 接（20分） 

   一次面接は教育事務所、二次面接は本庁で実施。 

  ※ 令和４年度実施より、校長・教頭一次試験で実施していた客観テスト(60分)を廃

止し、校長一次試験で面接試験を実施。 

 

３ 試験期日等 

 

 

４ 試験会場 

  ・第一次試験 各教育事務所 

  ・第二次試験 松江会場及び浜田会場 

 

 

 

 

⑴ 願書提出 受験者から所属長へ ７月10日（水） 

 所属長から市町村教委へ ７月17日（水） 

 市町村教委から教育事務所へ ７月24日（水） 

 教育事務所から学校企画課へ ７月31日（水） 

   

⑵ 選考試験 第一次選考試験（論文記述） ８月16日（金） 

 第一次選考試験（面接試験） ８月上旬 

 第二次選考試験 10月中旬～11月中旬 

   

⑶ 選考結果通知 第一次選考試験 10月上旬 

 第二次選考試験 12月上旬 
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５ 選考上の特例 

⑴ 教頭選考における主幹教諭２年以上勤務者への特例【R４実施～】 

   主幹教諭として２年以上勤務した者（今年度末現在）は、教頭一次試験を免除。 

  

⑵ 教頭選考試験における市町村教育委員会教育長の推薦枠【R５実施～】 

   ・ 市町村教育委員会教育長に対して、46歳以上58歳以下の者で、次の①又は②のい

ずれかに該当し、かつ、学校組織マネジメントを実践する力量を有する者につい

て推薦を求める。 

    ① 教務主任、学年主任、研究主任、生徒指導主事等、教職員間の連絡調整及   

     び他の教職員に対する指導・助言を担う校務の経験を有する者。 

    ② 教育行政機関での勤務経験を有する者。 

  ・ 推薦された者については、教頭第一次試験を免除する。 

 

⑶ 主幹教諭選考における市町村教育委員会教育長の推薦枠【R４実施～】 

・ 市町村教育委員会教育長に対して、36 歳以上 45 歳以下の者で、将来管理職への登用

が見込まれる特に有望な者についての推薦を求める。ただし、46 歳以上 58 歳以下の者

であっても、主幹教諭としての学校運営の中核業務に携わることができる者の推薦も可

能とする。 

 ※ 主幹教諭の配置のない町村においても、市部の学校で経験を積ませたい者の推薦を

可能とする。 

  ・ 推薦された者については、主幹教諭第一次試験（教育事務所面接）を免除する。 

 

６ 受験資格 

⑴ 校長  

現在表中Ａのいずれかに該当し、Ｂの要件を具備すること。 

Ａ 対 象 Ｂ 要 件 

a 市町村立学校教頭 

45歳以上かつ58歳以下

(R7.4.1現在 )であるこ

と。 

教頭を３年以上経験し

た者であること。 

 

b 教育委員会事務局又は教育

機関の職員で教頭職の者 

c 島根県教育委員会が適任と

認めた者 

※ aには、島根大学教育学部附属学校の副校(園)長を含む。 
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⑵ 教頭   

島根県内市町村立学校で教諭等として３年以上(今年度末現在)の勤務経験を有

する者で、現在次表のＡのいずれかに該当し、Ｂの要件を具備すること。 

Ａ 対 象 Ｂ 要 件 

a 市町村立学校 

主幹教諭 

38歳以上か

つ58歳以下

(R7.4.1)で

あること。 

 

 

教育に関す

る職に10年

以上あった

こと。 

 

b 市町村立学校 

教諭、 

養護教諭、 

栄養教諭 

人事異動の解消状況において、教

育職員細則上の①②のいずれかを

満たすこと。 

①「他地域勤務」を終了してい

る。 

②「へき地学校勤務」を終了

し、現在「他地域勤務」を解

消中である。 

c 市町村立学校 

事務職員 

人事異動の解消状況において、事

務職員細則上の「出身外ブロック

等勤務」を２回以上終了している

こと。 

d 県教育委員会が

適任と認めた者 

  

※ a～cには、市町村立学校教職員に採用され、現に以下の職にある者を含む。 

    ・教育委員会事務局等職員又は市町村教育委員会事務局職員。 

    ・島根県立学校の教諭、養護教諭、栄養教諭。  

・島根大学教育学部附属学校の教諭、養護教諭。 

 

⑶ 主幹教諭 

島根県内市町村立学校で教諭として３年以上(今年度末現在)の勤務経験を有する

者で、現在、次表のＡのいずれかに該当し、Ｂの要件を具備すること。 

Ａ 対 象 Ｂ 要 件 

a 市町村立学校 

教諭 

36歳以上か

つ58歳以下

(R7.4.1)で

あること。 

教育に関す

る職に８年

以上あった

こと。 

人事異動の解消状況において、教

育職員細則上の①②のいずれかを

満たすこと。 

①「他地域勤務」を終了してい

る。 

②「へき地学校勤務」を終了

し、現在「他地域勤務」を解

消中である。 

b 県教育委員会が

適任と認めた者 

  

※ aには、市町村立学校教諭に採用され、現に以下の職にある者を含む。 

   ・教育委員会事務局等職員又は市町村教育委員会事務局職員。 

   ・島根県立学校の教諭。 

・島根大学教育学部附属学校の教諭。 

 

７ 役職定年予定者数 

・ 校 長  45名（小学校 27名、中学校 18名※）※島根県教育センター所長１含む 

   ・ 教 頭  12名（小学校 ７名、中学校 ５名） 

   ・ 主幹教諭  １名（小学校 １名）          
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報 告 第 ９ 号 

社 会 教 育 課 

 

 

 

令和５年度島根県内高校３年生を対象とした進路決定に関する 

意識等の把握に係る調査について 

 

１ 調査の目的 

  卒業を迎える高校生の進路決定に関する意識等の実態について調査分析し、第２期島

根創生計画策定の参考とする。また、島根県教育委員会が行っているふるさと教育推進

事業についての効果検証を目的とする。 

 

２ 調査概要 

  県内の公立・私立高等学校及び特別支援学校高等部に在籍する卒業年次生にアンケー

トを実施。 

・調査時期 令和５年 12 月 11 日～令和６年１月 29 日 

      （前回調査：平成 31 年２月 15 日～３月８日） 

 ・回 答 数 4,608 件 （回収率 83.6％） 

       （前回調査：5,880 件 （回収率 93.4％）） 

 

３ 調査結果 

⑴ 「ふるさと教育」への評価 

 ⑵ 地域への意識 

 ⑶ 卒業後の進路 

 

４ 今後の取組 

・ 小中学校でのふるさと教育・高校での探究学習の時間の連続性・系統性を考慮し

た、地域との連携・協働による学習を引き続き推進していく。 

・ 高校生の県内進学、県内就職にあたっては、企業の見学や学校説明会が有効なこと

から、知事部局と連携しながら、大学や企業との連携を強化していく。 
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調査結果 

※ 太字ゴシック下線部分は、肯定的な回答をした者の割合を前回調査と比較したもの

で、前回調査から５ポイント以上伸びているもの 

 
⑴  「ふるさと教育」への評価 

 ・ ふるさと教育に対する肯定的受けとめ、ふるさとへの「愛着・誇り」に関する数

値は高水準を保っている（①・②・③・④）。 

 ・ 生徒の進路決定や自分の将来像を描くことに影響していると感じた生徒は大幅に

増加（⑤・⑥）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設 問 2018 年度 2023 年度 増減 

① 
小中学校での 「ふるさと教育」により、学ぶ喜びや充実

感を味わい、学習意欲の向上につながった 
82.0％ 80.9％ －1.1 

② 

「ふるさと教育」の中での地域の方々との会話や接す

ることで、コミュニケーションの力や思いやりの気持

ちが身についた 

83.0％ 85.2％ ＋2.2 

③ 
「ふるさと教育」により、ふるさとへの愛着や誇りを感

じるようになった。 
83.4％ 82.2％ －1.2 

④ 
「ふるさと教育」により、地域の自然、歴史、文化、伝

統行事、産業等の知識が修得できた 
89.1％ 87.0％ －2.1 

⑤ 「ふるさと教育」が、自分の進路決定に影響している 41.1％ 49.1％ ＋8.0 

⑥ 
「ふるさと教育」が、自分の将来像を描くことに影響し

ている 
45.6％ 56.1％ ＋10.5 
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⑵ 地域への意識 

・ 「ふるさと教育」への評価と同様に、ふるさとへの「愛着・誇り」に関する数値

は高水準を保っている（①・②・③）。 

・ 平成 31 年度から、県立高校魅力化ビジョンにもとづき、地域資源を活用した教育

を推進してきたことにより、高校生の地域に関わる学習の機会や、地域活動への参

加のポイントが大きく増加（④・⑤・⑥）。 

・ 卒業後も（地域を離れても）、島根に関りを持ち続けたい、役に立ちたいと思って

いる生徒の割合は高水準を保っている。（⑦・⑧） 

・ 将来、島根県で仕事がしたいと思っている生徒のポイントは横ばい。また、地域

や島根県の将来について希望を持つ生徒のポイントが増加（⑨・⑩）。 

・ 総合的に見て、高等学校の総合的な探究の時間の学習が、小中学校で行われたふ

るさと教育の学習の上に、地域との継続的な関係性を持ちながら積み上がることに

より、ふるさとに対する生徒の意識の高まりがみられるとともに、進路選択時の生

徒の自己決定によい影響を及ぼしている。 

 

 

 

 

 

設 問 2018 年度 2023 年度 増減 

① 生まれ育った地域に興味や関心がある 77.9％ 80.7％ ＋2.8 

② 生まれ育った地域への愛着や誇りがある 84.2％ 86.6％ ＋2.4 

③ 
自分が今住んでいる地域の住民との関わり（あいさ

つ、会話など）がある 
84.7％ 84.5％ －0.2 

④ 
高校で、地域の課題解決や活性化を目指した学習をし

たことがある 
68.4％ 82.7％ ＋14.3 

⑤ 
高校生になってから、自分が今住んでいる地域の行事

（伝統行事、公民館行事など）に参加したことがある 
54.8％ 60.6％ ＋5.8 

⑥ 
高校生になってから、自分が今住んでいる地域のボラ

ンティア活動や社会貢献活動に参加したことがある 
48.0％ 55.0％ ＋7.0 

⑦ 

卒業後も、自分が今住んでいる地域や島根県に関わり

を持ち続けたいと思っている（県外からの関りも含

む） 

75.6％ 76.5％ ＋0.9 

⑧ 
将来、自分が今住んでいる地域や島根県のために役に

立ちたいと思っている（県外からの貢献も含む） 
74.1％ 76.2％ ＋2.1 

⑨ 
将来、自分が今住んでいる地域や島根県で仕事をした

いと思っている 
65.3％ 64.6％ －0.7 

⑩ 
将来、自分が今住んでいる地域や島根県をどんな地域

にしたいか希望がある 
50.3％ 55.0％ ＋4.7 
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⑶ 卒業後の進路 

① 「卒業後の進路希望」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

注）2023 年度調査：「進学する」が県内か県外かは不明の 1件を除く数値。 

【参考】令和６年３月卒業生の進路状況（確定値） 

県内進学 県内就職 県外進学 県外就職 その他・未定 

21.8 16.8 52.4 3.9 5.2 

    注）令和６年３月末日時点 教育指導課調べ 

     ※平成 31 年３月卒業生の進路状況は、進学者のデータがないため比較できず 

② 「進学先・就職先を決めた理由」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ やりたい仕事や学びたい内容を持った上で、進路決定をする生徒の割合が高い。 
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③ 「県内への進学や就職を決めた理由」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・県内は住みやすいという理由で県内進学・就職を決めた生徒の割合が高い。 

 

④ 「県外への進学や就職を決めた理由」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・ 県外にやりたい仕事や学びたい学部・学科があることを進路決定の理由とした生

徒の割合が高い。 
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家族の近くで生活したい（親元から通いたい）
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2023年度調査（n=1913） 2018年度調査（n=2387）
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2023年度調査（n=2635） 2018年度調査（n=3291）
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⑤-１ 「進路決定にあたり、参考になった高校での取組」の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤-２ 「進路決定にあたり、参考になった高校での取組」の進路先内訳 
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  ・ 県内に進学・就職した生徒に対しては、企業の見学や学校説明会、また、インタ

ーンシップやオープンキャンパスに参加したことが進路決定に影響している。 

・ 生徒が自分の進路選択において自分の理由を明らかに持ち、進路決定をしてい

る。 

・ 県内への進学・就職を希望した生徒については、地域の住みやすさ、家族とのつ

ながり、自分の住んでいる地域や島根県が好きと答えた生徒の割合が多く、島根県

に肯定的な思いを持って進路選択していることがわかる。 

  ・ 高校の総合的な探究の時間の学習やキャリア教育の中で、地元企業や県内大学等

と関わることは、生徒の県内への進学や就職という進路決定に有効である。 
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